
本部は３月27日、平成29年度運営方針について経営協議会を開催しました。

（詳細は『業務速報№1037号』を参照してください）

会社は、会社発足30年を迎えた本年度は、新しい「経営理念」のもと日本の

大動脈と社会基盤の発展に貢献するべく、諸施策に取り組むとして、安全安定

輸送の確保を最優先に、東海道新幹線の脱線・逸脱防止対策をはじめとする地

震対策、土木構造物の大規模改修工事、Ｎ700Ａ（３次車）の投入等を推進、

中央新幹線計画は工事を着実に進め財政投融資を活用した長期借入を進める、

４月に全面開業するＪＲゲートタワーを活かし関連事業を推進、新幹線新ネッ

ト予約サービス「スマートＥＸ」の利用促進、海外における高速鉄道及び超伝

導リニアプロジェクトへの取り組みなどを推進すると明らかにしました。そし

て各種課題を着実に進めるため、引き続き、収益力の強化と技術レベルの不断

の向上に取り組むとともに、設備投資を含めた業務執行全般にわたり知恵を絞

り効率化と低コスト化を徹底し、経営体力の充実を図る。これまで在来線・新

幹線で培った力を土台として、中央新幹線を含めた「三世代の鉄道」の運営体

制の再構築に取り組む、としました。また、設備投資額は、連結で4,570億円、

単体で4,340億円、中央新幹線を除いた設備投資額は2,750億円、うち安全関連

投資は1,820億円と説明しました。

本部はこれらに対し、国鉄改革30年を牽引した全組合員・社員・家族の苦労

に報いる感謝の姿勢を具体的に示すことや、ＪＲ各社に格差が生じた経営状況

の中で、共に公共交通を維持発展させる立場の取り組みが必要であるなど、８

項目にわたって、質問・意見・要求を述べて議論しました。
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